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経済発展の地域性
は しが き
ヨーロッパ社会主義圏が崩壊 したアジアでは中国の経済開放 ・改革が始動 し本格化す るにっ
れて、現代世界はひとっの 「普遍主義」の時代を迎えようとしている。政治面では議会制民主
主義、経済面では経済 自由主義、ない し市場経済 というのが、その普遍主義の内容である。 こ
の普遍主義は、 ヨーロ ッパにその歴史的起源を持 ち、第二次世界大戦後、アメリカという 「理
念の共和国」で、ひとっの 「普遍主義」原理にまで練 り上げられたものである。
ところで、このよ うな普遍主義理念の重要な一環として、経済開発をあ ぐる政策思考におい
て も、古典的経済 自由主義が現在最 も支配的で影響力のある正統派的思考 となっている。 これ
は 「開発経済学 における新古典派の復興」と名づけ られた現象であり、1980年代に入 って、西欧
先進国でケインズ型経済政策の失敗が叫ばれ るの と同時に生起 して いたとい う意味で は、1980
年代末の ヨーロッパ における社会主義圏の崩壊を先取 りす るかのように顕在化 していた知的潮
流である。
この復興 して きた新古典学派の開発理論の主張は、実は非常に単純明快な ものである。 それ
は 「政府の愚劣な市場介入政策 さえなければ、 どこで も市場の持つ威力によって経済成長が実
現する」 という主張である。現在のアジア経済に関する開発経済学的研究の主流は、ほぼすべ
て この主張をいわば自明の、っまりそれ自体は疑 う必要のない命題と して、研究の前提と して
いるよ うである。新古典学派のこのような命題が もし自明で正 しいものであるとするときには、
アジア経済研究の範囲は実 に限 られた ものになって しまう可能性が大 きい。ある国の経済発展
が大きな問題を抱え るのは、結局の ところ、その国の政府の採用する政策が愚劣なものである
か らだという理解以外は、この新古典派の命題か らは出て こないか らである。経済を研究する
には、政府の政策さえ研究すればよいということになって しまっていることは間違いない事態
のようである。
確かに社会主義経済の失敗が明 らかになった現代、経済制度 としては市場経済以外に経済活
性化に有効な制度が存在 していないことはほぼ確かであろう。 この意味で市場経済とい うもの
は、形式的な原理 と して は、ひとっの普遍的原理であるといってよい。 しか し他面で、その国 ・
地域の持っ社会構造や歴史の差異 によって、形式的には同一の市場経済の展開にもそれな りの
地域性 といった ものが見 られることを否定することはできないであろう。その開発経済理論が
あまりに形式的な機械論的市場経済論を根拠 としているために、新古典学派の論者が この疑い
ようのない市場経済の発達 ・展開に見 られる地域性という事態を無視 して しまっていることは
大 きな問題 といえないであろうか。
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川勝平太氏は 「地域 とは何か?ユ と題する座談会の中で、 「旧来の世界帝国はいずれ も政治
を軸にした世界 システムであったのに対 して、近代資本主義は経済を軸 とした世界 システムで
あり、近代世界 システムとも呼ばれる。その出現が世界の地域間関係や地域形成の論理 に深甚
な影響を与えて きたと思 う。 これを どう読み解 くかは、経済史における地域研究の第一課題
だ」と発言されている。 この発言は経済史学、ない し経済学が行いうる地域研究への貢献にっ
いて、実に的を射た発言となっている。川勝氏のい う 「近代世界 システムが地域形成の論理に
与えた深甚な影響」を本格的に論 じることは、未だ筆者の能力では不可能な課題で はあるが、
少 しで もこの課題を明 らかにするたあに.、本講では 「近代世界 システム」成立後にその強い影
響下で生起 してきている経済発展に見 られるア ジア諸地域 ごとの 「地域性」 といった ものを仮
説風 に析出 して見ることにす る
1.経 済理論的考察
市場 経済 の定着
21世紀に向けてのアジア経済の展望を試みるに際 して は、アジア諸地域内に見 られる市場経
済発達の差異といった事態に注目す る必要がある。 このよ うな知的課題に接近 しうる方法を確
立させるためには、 どうして も新古典派の立脚する市場経済論を批判的に検討 した上で、それ
に代替 しうるような市場経済論を手 中に してお く必要があろう。
こういう知的試みの第一歩 として、旧ソ連 ・東欧そ して中国 ・ベ トナム等々の(旧)社 会主
義圏 ・地域で試み られて きた市場経済への移行という実験が、我々に投げかけている問題を少
し考えてみよう。
移行政策が開始された初期局面において、特 に中国に典型的に示 されているされ るように、
かなり驚異的なス ピー ドでの経済成長が実現されたことはほぼ間違いない事実である。 このこ
とか ら、 どこの国 ・地域で も市場経済の働 きを大きく歪めるような政策体系 ・介入さえなけれ
ば、 「市場経済の秘める普遍的な威力によって経済成長が実現 され うる」というアダム ・ス ミ
ス以来の経済的 自由主義の命題が正 しいものであったという判断が導 き出されていることが多
いようである。 しか し、最近の中国での経済動向や ロシアでのマフィアの台頭 とい った事実を
見据えてみるとき、 こうも簡単な判断を下せ そうにない。端的に表現 してみて、社会主義圏に
おける市場経済への移行 とい う20世紀末の大 きな社会実験は、市場経済の効率性を説 くことと、
それをある国 ・地域に定着 させ ることが全 く別個の問題であることを改めて我 々に知 らせて く
iai
れているようである。
市場経済が効率的であることを説いてみせ ることは、実は意外 にや さしい知的作業である。
標準的な ミクロ経済学のテキス トがそうしているように、人間行動に関す る 「その全ての行動
において私利以外の目的は全 く持たぬ」'といったある種の推定 ・想定
間観が常に正 しいか否かを証明 してみせ ることは実 は容易ではないが・
もちろんそ うい う人
とそ ういう人間が多
数関係する経済取 引のネッ トワークのあ り様に関す るいささかメカニカルな前提を設けること
で、市場経済がある条件の下では諸個人の経済的インセ ンテ ィブをそいで しまわない形で、資
源配分を効率化 させ うることを 「証明」 してみせることはそれ程困難な知的作業ではない。 し
か し、市場経済の定着過程を的確 に理解す ることは予想外に困難な知的作業 となっているよう
である。市場経済が効率的であることを説 く経済理論的言説の中では、たかだか効率面での劣
位者が競争を通 して 自然淘汰されてい くとい った道筋 しか議論 されていないようである。市場
経済の定着過程を理解するためには、大層迂回的に感 じられるかもしれないが、市場経済の形
成、ない し発達 という長い時間を通 じた経済 システムの変化 に関する 「経済史の理論」とで も
いうべ きものが必要不可欠 となって くるはずである。そ して、 これまたやや意外なことに、現
代我々が手 中に して いる経済理論の 「道具箱」の中には、ダグラス ・ノースの卸度変化 の
議論 (D. North , Institutions, Institutional Change and Economic Performance や ジ ョ ン ・
ピックスの商人経済論といった貴重な作品を例外 と して、我 々がそれに依拠 しうるような的確
な 「経済史の理論 」が存在 していないのである。
　以上のような問題関心を、飯田経夫氏が 「本当の市場経済 とは」　(飯田r泣 き言 うな:反 世
論的資本主義論』)の 中で行 っている問題提起を引用することで別の角度か ら再表現 してみよ
う。
　市場経済 とは所詮はカネ儲けのことであると簡単に考えている人は世に多い。 しか し、
市場経済とは、 もちろんカネ儲けと無関係ではないが、ただカネ儲けだけの ことではな
い。言い方 は難 しいが、市場経済とはひとつの 「文化」であり、その 「文化」に対応 し
て、 ヒ トビ トの価値観や行動様式が変わ っては じめて、市場経済が社会の隅々にまで浸
透 したといえるのである。
　 旧社会主義国や発展途上国で市場経済の導入、ない しそれへの移行 によって資源配分
の効率化を通 じて経済成長を実現 させ るためには、既に市場経済が社会の隅々にまで浸
透 している先進国とは違 って、　 「市場原理」プラス ・アル ファが必要不可欠となって く
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る。問題は、 このプラス ・アルファなちものが一体何であるのかという点にある。
現在、学界で支配的な開発経済学において も、このプラス ・アルファを産業政策を中
心 とする政府の介入 ・リーダーシップとして捉えているが、果た してそれだけでいいの
であろうか。 こういう議論 は、要す るに 「政府 は大いに笛を吹 くべ きだ」ということで
あるが、問題は政府が 「笛を吹いた」ときに、果たして国民 は、特に民間部門はそれに
合わせて 「踊 る」保証があるのだろうか、 というところにある。
飯田氏のこの指摘は決定的に重要な問題点をついているといってよいであろ う。筆者 も最近
東南アジア諸国の現代史を対象 として 「開発主義的政策体系と社会の反応」というアングルか
ら、筆者な りの「分析的経済史 Analytical Economic History j ない し 「物語構成」を試みて
みた(原洋之介r東 南 アジア諸国の経済発展』)が、その作業中筆者の頭を離れなか った命題は
「政府の笛の吹き方 」とそれに対する社会の「踊 り方」との関連であったようである。同時にこ
の作業を通 して、現在我 々がその中にい る経済学界が暗黙の形ではあれ、共有 してい るかに見
える「市場経済」へ の理解 に大 きな問題がは らまれて いることをは っき りと確信す るように
なったのである。本講では、このよ うな筆者な りの問題関心をさらに一歩深めることを試みて
みる。
市場経済論の異質な2つ の潮流
ごく最新ディーパ ック ・ラルは、開発経済学の誕生を論 じた論文
the Classics"
(D. Lall, "In
Meier ed. From Classical Economics to Development Economics)
Praise of
の 中で 、
市場経済理論には、経済学の誕生以来2つ の流れがあ ったことを指摘 している。その指摘 に関
する彼の文章を引用 してお こう。
 The epistomological difference between the apriorism of the Austrian school and 
the empiricism of the classical English and positive schools is best seen in terms of 
Hume's distinction between analytic (a priori, deductive) and synthetic (factu-
al, inductive) statements.
筆者 は、ディーパ ック ・ラルのこの文章の中に表れている市場経済理論の中の2っ の潮流の
各々が示 して くれている市場経済観を的確に評価 してお くことこそが、市場経済の発達を読み
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といていく知的作業に とって、不可欠の出発点 となって くるのではないかと考えている。
現在、世界の経済学界の中で、特に途上国の構造調整政策と社会主義圏での市場経済移行政
策とを論 じる政策志向的経済学の中で、最 も支配的 となっている考え方は、いうまで もなく新
古典派 と通称されている市場経済理論であ るが、これは端的に表現 して、 「オース トリア学派
のアプ リオ リズム」の流れの中に位置 しているものであろ う。オース トリア学派の創設者 レオ
ン ・ワルラスの仕事を最 も重要な起源 とし、その後 ジ ョン ・ピックスの初期代表作 「価値と資
本」を経て、アメ リカで数理経済学的に形式化されていった市場経済理論、 これ こそが新古典
派市場経済理論である。この新古典派理論が明示的な場合であれ、そ うではない場合であれ、
ワルラスが導入 した 「オークショナー」という存在が無数の主体が行 う経済取引を中央集権的
に監督 し、取 り仕切るという想定を不可避的にともな っている市場経済理論 となっていること
だけは間違いない。そ こに見られ る経済問題の把握の仕方 は、基本的に個 々の経済主体の行動
や相互関係をオークシ ョナーが取 り仕切 る市場 システム全体 との関係で解明 していこうとする
ものとなっている。市場 システムという全体が疑 う余地のない所与の ものであると考えている
点で、新古典派の考え方 は社会の捉え方に関す る全体論的アプローチに限 りな く近い ものと
なっているのではなかろうか。
そ して、 こういう市場経済観を持っエ コノ ミス トがどういう訳か、世界中どこの国 ・地域で
あれ、政府の愚劣な政策介入 さえなければ、少な くとも潜在的には市場が存在 していると想定
しがちになっている事態に注 目してお く必要があろう。 この点で新古典派流全体論的市場経済
理論は非歴史的、かっ機械論的市場経済理論とな っていると性格づけておいて よいであろう。
一見すると、本当にささいな 「着眼点の相違」 しかないように見え るか も知れないが、以上
のような全体論的 ・機械論的、かつ非歴史的な市場経済理論 とは、その本質で全 く異質ともい
える市場経済理論の潮流が存在 していることを見落と してはな らない。それはイギ リスの古典
派、またマーシャルの商人 ・商業論に起源を持ち、ハイエ クの徹底 した認識論的検討にも影響
され、 「経済史の理論」を書いた以降の ピックスによって展開された経験主義的な市場経済理
.論である。そ して、ラルの文章が暗示 しているように、このよ うな市場経済理論は、常に経験
主義的知性が尊重 されてきたイギ リスの経済学の主流 とな っている点にも注 目してお こう。
特 に後期 ジョン ・ピックスの市場経済理論には、ワルラスが導入 したようなオークショナー
は全然舞台に登場せず、これに代替 して、どこにで もいる 「商人」が市場経済の展開 ・発達の
主役 に据え られている。 「オー クショナー と商人」この両者の間の差は本当にささいなものに
考えられるかも知れないが、この差 こそが市場経済の理解に関 して、決定的ともいえる強い影
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響力を発揮 して くるのである。 まさに経済学上の意見の相違、ない し経済学上の革新 とは、
ちょっとした 「着眼点の差異、ない し変化」によって生み出されて くる ものなのであ る。
オークショナーを追放 して しまった以上、っ まり中央集権的に多 くの受動的な主体の経済行
動を統制 して くれるセンターがない以上、各経済主体 は自らの力で他の主体 との取引等の経済
関係を形成 していか ざるをえない状況に置かれて しまうことになる。 このような初期条件を意
識 して市場経済の展開を解読 してい く市場経済論 は、その基本のところで、小さな単位の間の
関係が積み重なりなが ら、上位のシステムが形成されて くるとみる関係論的 アプローチ となっ
てこざるをえない。出発点か らオークショナーの存在を仮定す ることで可能 となった全体論的
アプローチとは、決定的に差異のあ るアプローチが浮かび上が って くることになるわけである。
全体ではな く、個 と個 との関係に焦点を当てるネ ットワーク分析であり、そこでは各個人は市
場情報に受身に反応する効用 ・利潤極大化をはか るひとつの完結体 と してあるので はな く、
個 々人は種 々の触手を伸ば しなが ら、多種 ・多層の経済関係 を作 ってい くことで経済活動を展
開させてい くことになる。 このような関係形成をその本質 とす る動きのある過程に正面 から接
近 してい くことこそが、今我々に課 された最大の知的課題であろう。
ピックスの市場経済論は、まさにこのような関係論的、ないしネ ッ トワーク分析的な市場経
済論とな っている。特にそこでは、限界を持 った認識能力 しか持たない現実の経済主体が取 り
結ぼ うとす る経済取引を専門的に 「仲介」す る機能を果たす商人 こそが、市場経済の展開、そ
して発達の主役と して位置づけられている点 に注 目しておく必要がある。さらに、商人の 自発
的行動が次第 に地理的に拡大 してい くことで経済取引圏が空間的に拡大 し、 また信用取 引を発
生 させ ることで、異時点 間取引も可能 となって くる事態に注 目す ることで、市場経済が空間的、
かっ歴史的に形成 される ものであることが見事に示されている。 この点で ピックス流の市場経
済論は、ひとっの 「経済史の理論」 とな っている点をも見落としてはな らないであろう。
市場 経済 の原 型
思い返 してみると、第二次大戦後に現代経済発展論 と呼ばれる経済学の一分野が成立 した初
期には、 「商人 こそが経済発展のエージェン トである」とす る考え方はかな り有力な考え方で
あ った は ず で あ る。 そ の 代 表 的 論 者 を一 人 あ げ る と、 それ は ピー タ ー ・バ ウア ー
Bauer ) で あ る。
(Peter
商人 ・商業を不生産 的とする経済 ドク トリンを持つ社会主義圏の連続 した
誕生 という事態があったせいか、あるいはまた非社会主義国でも政府官僚の開発主義的政策介
入が強まったためか、いっの間にか経済発展の担い手と しての商人 といった議論が聞かれなく
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なっていたようである。社会主義経済の失敗が明 らかにな り、そ こで市場経済への移行が叫ば
れは じめている現在、あ らためて本格的な商人論の議論が必要となって いることは間違 いない
ところであろう。
この点 はさてお き、筆者は現在 ピックスが我々の前に示 して くれた経験主義的市場経済理論
をふ まえて、発展途上国の経済発展や社会主義国での市場への移行を論 じることこそが我々に
とって最 も重要な知的課題となって いると確信 して いる。そ こでこのような視点から、 もう少
し市場経済に対するアプローチの仕方にっいて検討を加えてお くことにしよう。
すでに第1講 で議論 しておいたよ うに、 「市場 Market J と呼ばれている経済制度 に関 して
は、　「経済的利益に関心を持っ諸個人が、それぞれ 自らの選択 しようとする経済活動に関 して、
相互に自発的に接触 ・交渉 し、その結果 として契約を結び、かつその契約 を実施 していくよう
な制度」 という定義が最 も妥当、かつ現実的な ものであると筆者は判断 している。そ してこの
定義は、諸経済主体が、明示的な形ではないに しろ、潜在的取引相手 との交渉 ・契約のいわば
前提 として形成 させている社会関係、ない し 「非経済的」関係 といえる慣習等が各個人間での
自発的な交渉 ・契約 という取引関係 transactions の成立において、果た しうる重要な役割を
正面 きって論 じる可能性を開いて くれているのである。故村上泰亮氏の概念を援用 していえば、
「二入の人間が自発的に っまり共に何 らかの利益を受 けることを期待 して
相互作用に参加する」 という 「交換 Exchange J の 制度 こそが、
両方向的な
まさに 「市場制度」の基 本
であ り、かつ 「自 らの個人的消費 といった目的に直接的に役立つ手段的
し extrinsic) 情報 ・財j が交換 され る 「経済的交換
を持つ ことが値打 を持つとい う意味で本質的
いし価値観」が交換 され る 「社会的交換
(instrumental
Economic Exchange]
(instrinsic
Social Exchange]
ない し
ない
と、 「そ れ 自身
consummatory ) 情報、な
とを有意味に関連づけて論 じるこ
とが可能 となって くるわけである。いずれにせよ、 このように市場経済を定義することで、多
数の経済主体間の調整の メカニズムである 「ネッ トワー ク」として市場経済を理解す ることが
できるよ うになって くるはずである。
　以上のように市場 といわれるひとつの経済制度を定義 してみるとき、市場の未発達 といわれ
る事態はほぼ以下のような状態を意味することに・なろう。
　まずある財の交換 ・取引に関 して、その財の所有権の設定があいまいであるといったことで
交渉を成立 させること自体が不可能 とな って しまうという市場が 「未成立の状態」がその極端
な事例である。また、財の所有権はそれな りに確定 していて も、潜在的 に交渉 ・契約の可能性
を持 っている諸個人が相互に相手をよく知 らないために交渉が 「部分的」に しか成立 しない状
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態 もありうる。更 に、所有権 は確定 しているが一方の当事者があまりに強大であるために、交
渉 ・契約 ・取引か らの利益が一方の側に偏 して しまうような状態 も考斥 られよう。
市場 経済 の発 達
さて、経済発展 と通常呼ばれてい る経済社会の長期的、ないし時間をかけた歴史的変化の過
程 とは、その基本において、以上に述べたような未発達な市場とい う経済制度が、 「いつ も住
んでいるところでは得 られない経済的利益を手にすることができる(と いう誘因によって)複
数の集団が出会 うことで形成され」、かっ 「そこでの人々の行動様式は移動性 と投機性 とに
よって特徴づけられる」社会空間である 「フロンティア空間」の拡散によって、より多 くの多
様な離散 した小世界が取 引のネッ トワークに入るという形で空間的に、 また諸個人間での信用
の発生 とそれによる利子支払 いの発達 といった ことを契機 として、現在 と将来 とが 「普遍時
間」 「直線的時間」によ って結びっけられるという形で時間的にも、拡大 し発展 してい く過程
であると捉えることができよう。
ところで、地理的にもまた時間的にも分離 して存在 している多様な経済主体を結びっけるこ
とで経済発展、ない し市場経済の発展に際 して、鍵の役割を演 じる主体 こそが商人であ るとい
う前述の論点に関 して、 もう少 し考えておこう。
商人とは自らの経済的利益追求のために情報収集を行 うことで、離散 したところに住む多数
の生産者 ・消費者を結びっける仲介機能を果たす存在である。そ してまた、この商人は こうい
う商業活動の展開を通 じて、流通ルー トを形成 したり取引様式その ものの制度化を工夫 した り
することで、市場経済その ものを発達 させてい く主体 といえる。
多数の経済主体の間での二者間交換の連鎖の中で、商人はいわば 「情報 ・取引のセ ンター」
(村上泰亮 ・熊谷尚夫 ・公文俊平r経 済体制』)の 機能を自成的に果たすことで、市場経済 シ
ステムを拡張させてい く存在といえる。
ところで、ここで注意 しておく必要がある論点 は、 このような商人の自主的な活動にはやは
り限界が存在 しているという事実である。
まず第1は 、商人がア ンビバ レン トな存在であ るという事実である。商人は収集 した有用情
報の独占的所有によって、取引その ものを独占化 しよ うとする傾向を常に持つ。数少ない同業
者だけが集まり、ギル ド等の排他的仲間組織を作 り上 げ、またその仲間組織を権力に公認 させ
ることで、自らが関係す る商業活動への新規参入を阻止 して独 占利潤を獲得 しよ うとする。 こ
の とき商人が手中にする経済的利荘は、あちこちに散在す る経済情報を収集するという 「社会
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的に見て望ま しい」経済行為への対価であるよ りは、競争相手を排除す ることで成立す る準 レ
ン トとなって しまお う。商人の私的利益追求を経済原則 としている限 り、 こういう状況が顕在
化 して くることがほぼ避 けられない以上、新古典学派の正統派が想定 しているように 「市場」
にさえ任せておけば、取引参加者全員が常 により大きい経済利益を実現 させ うるような結果が
出現 して くるとはいえないはずである。個人の利己心の解放 こそをその強力なインセ ンティブ
とす る市場経済の運営に際 しては、野放 しに してお くと生肉を食い合 う猛獣のような世界に
なって しまうので、 どうして もルールを作 る必要が出て くるというべ きであろう。公権力の介
入にはある種の 「パラ ドックス」がつきまとうことは軽視 しえないが、市場経済の実際の展開
にとっては、商人層 と権力との相互関係といったことが決定的に重要になって くることは確か
であり、そのため、そのあ り様が時代 と場所 とによって多様であ ることは間違いなかろ う。
「国民国家」の政治権力のあり様 によって、市場経済の展開がそれなりの個性を示さざるをえ
ないという事実を見据えてお くことが必要 とな って くる。
第2の さらに重要 とな って くる論点 は、商人の 自発的な経済活動だけで は土地 ・労働力 と
いった生産要素の取 引 ・配分を うまく行 うことができないという事実である。 ダグラス ・ノー
スも強調 していたように (North, 前掲書)、 これら生産要素の市場経済取引様式を確立させ
るためには、社会構成員 に土地の私的所有権や自らの持っ労働力の 自由な処分 ・使用権を与え
ることが必要不可欠となって くるが、 ジョン ・ピックスがそのr経 済史の理論』の中で繰り返
し強調 しているように、労働力や土地は工業製品のようにその品質を客観的な尺度で標準化す
ることが大層困難であるがゆえに、ある標準的品質の取引対象物を安い場所 ・時に買い貯蔵 し
て高い所 ・時に売るという商人の経済活動 によって は、その取引や配分を組織化す ることが大
層困難となって しまうのである。取引対象となる労働や土地は、客観的基準での測定 ・同定可
能性 (identification) が 小 さ いた ～bに、 通常の商品の場合のよ うには、仲介業者が成立 しに
くいものであるともいえよ う(村上他,前 掲書)。 商人を担い手とする市場にとっては、労働
と土地はその取引の効率化がいささか厄介な対象物なのである。
　こういう実態のために、労働や土地の取引に関 しては、商人がそ こで活動す る社会が持っ非
市場的社会関係 といったものが、取引参加諸主体にとっての情報の不完全性を補うものと して
積極的な役割を果たすことが多い。 この点で、諸個人の経済的 自由を保証するという点で、形
式的には普遍的 といえる市場経済 も、その実際の展開においては、その社会の個性を強 く反映
した ものとな って くる可能性が大きいのである。
　最近 になって、再び ピーター ・バ ウアーは新古典派開発理論家ゲラル ド・マイヤーとともに、
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。 しか しそ こで は、以 上 ピ ックスが は っきり と認識 して いるよ うな 商人
経済活動が持ち うる限界 につ いての認識 は示 されていない。 この点 は、バウアー達の議論の大
きな欠点 といえよう。
　最後に、市場経済 システムの展開にとって不可欠な存在である貨幣という 「関係財」 は、や
はり商人の自主的な経済活動だけにようては、その供給や安定性あ維持が不可能であるという
事実を強調 してお く必要がある(村 上他,前掲書)。 この点で も、市場経済の発達 に、商人経
済システムの外側にある公権力の側か らの介入 ・参入が必要不可欠 とな って きているといえよ
う。
産 業 化
　すでに第4講 で紹介 した通 り、ジ ョン・ピックスは市場経済発達の最 も 「近代の局面」とさ
れる産業革命について以下のように論 じて いる。 この近代の局面を特徴づ ける生産活動 とは
「近代工業 Modern Industry の勃興」で あ って、 それはそれ以前か らの工業の単なる量的成
長ではない。 ピックスは単なる資本蓄積の増加だけで、 この近代工業が勃興 して くるわけでは
ないとして、　「投資が具体化される固定資本財の範囲 と種類が拡大 していく」 ことこそが、近
代工業の勃興を特徴づけるものであると論 じている。 このような固定資本財の範囲や種類が拡
大 ・多様化 して くる背景 には、科学技術の意識的な生産活動への応用という事態が関わ ってい
ることを ピックスは強調 している。
　 さらに ピックスはこのような近代工業の成長によって、雇用形態にも大きな質的変化が生 じ
て くる事態を強調 している。近代工業の誕生 ・成長とは、既 にふれたように、近代科学技術の
経済活動への応用によって、　「投資が具体化 され る固定資本財の規模と種類」が 「前近代」の
工業に比べて不連続的に飛躍的に拡大す ることであることか ら、 このような固定資本財に馴染
んだ労働力を 「継続的」　 「恒常的」に雇用 し続 けていくことがより効率的とな り、そ こに前近
代の局面に対比す るとき、より恒常的 ・長期契約的雇用形態が出現 して くるという議論である。
そ して、 このような近代工業の生産技術は、その最初は労働節約的な技術改良 となり、労働需
要 の拡大をそれほどもたらさないか も知れないが、超過利潤か らの再投資による資本蓄積に
よって、長期的には労働需要が拡大 していくのではないか、 と論 じているのである。
　 さて、 ここで大層重要な経済理論の側の問題を明記 してお く必要がある。それは現在経済学
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界の中で、最 も正統的な経済理論といえ る新古典学派の理論には、 ピックスがそのポイン トを
描き出 して くれている産業化をうま く解明 しうる知恵がないという 「意外な」事実である。故
村上泰亮氏が端的に指摘 されているように、新古典学派の経済理論 とは、 「理想化」されたあ
る種の市場だけを取 り上げて、それ以外のさまざまな経済主体間の調整 メカニズムを切 り捨て
た分析で しかな く、また この欠点故に産業化の推進力である技術革新や労働 ・経営に対する誘
因といったダイナ ミックな要素を切 り捨てた分析で しかないのである(村 上泰亮r反 古典の政
治経済学要綱』)。 村上は、新古典学派のこのよ うな限界を乗 り越えて、産業化の全体的ダイ
ナ ミズムを明 らかにす るために、動学的な意味での長期費用逓減という概念か ら出発 し、そ う
いう技術の要因に加えて大衆消費の変化とい う文化子 も作用す ることで引き起 こされる、先に
述べたネ ッ トワーク論的経済調整メカニズムの変質を解き明かす 「進化論的アプローチ」を提
案 している。当初 はバ ラバ ラに行われていた経済交換が技術と消費とい う2っ の文化子によっ
て束ね られていくことで、ある種のニッチとして産業化が展開 してい くとい う、生物学の手法
に大層近い村上のこの進化論的アプローチは我々にとって、これか ら決 して無視 し得ない重要
なヴィジョンを与えて くれるものとなっている。
ここでの議論に際 して、重視 しておきたい論点 は、多 くの新古典派経済理論家が、自らの経
済理論の持つこの欠陥の認識において極めて鈍 く、産業化に対 して も自らがテキス トで学習 し
た 「理想化 された市場」 とい う形式論理的普遍主義にだけ立脚 して、その経済学的物語の作成
に専念 しているという事態である。その典型が新古典学派開発経済理論であるが、 こういう形
式論理的普遍主義の知的構図の下では、産業化 といわれる 「ある特定の方向性を持 って生 じる
社会変化」が地域 ・社会によ って多様な展開を示すのではないかといった問題提起す ら事実上
不可能 となっている。新古典学派 という普遍主義の論理では、 「経済合理的」諸個人 ・諸主体
をひとっの システムの中にまとめあげてい く 「力」にっいての考察が 「外か ら見えるルール」
といった形式の レベルで しか捉えられていないのである。
すでにそのアウ ト・ラインを述べたネ ッ トワーク論的なパースペクティブに立脚す ることで
はじめて、産業化にともなって各地域 ・社会 に形成されて くる経済組織 ・産業組織のあ り様 に
多様性が見 られて くる理由等が理解 しうるようになるのではなかろ うか。ある地域 ・社会に展
開 されて くる経済 システムといえども、それは 「社会的交換 と経済的交換 という2つ の交換形
態の混合」 として しか形成 されて こない ものであり、 この混合のあり様によって地域 ・社会に
応 じた多様性が示 され るものと理解 してお くべきであろう。 このようなネッ トワーク論的市場
経済論 という理論的パースペクティブの下で はじめて、 ピックスの議論の中にすでに暗黙的な
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形で示されていた 「前近代の局面」での市場経済の発達と 「近代の局面」での産業化 との連続
性 ・不連続性の問題を新たな視点か ら再検討 してみ ることが可能 となって くるのではなかろう
か。
ここで、これ また第4講 でふれておいたところであるが、具体的にア ジア諸国が現在直面 し
ている産業化に関わ る問題を政策科学である開発経済学的に整理 してみると、ほぼ以下のよう
な問題が重要な論点 となって くることになろう。
第1に 、ある国の産業化が うまくい くか否かは、政府の側が どれ くらいの時間的視野の下 に
その国民経済全体の利益にかなう産業政策を形成 しうるのか、また政府のそのような政策が国
内の民間経済人 によって、どれ くらい正統的なもの として受容 されるのか、こうい った点に大
きく依存 していると考えてよい。 この点から判断 して、各社会の伝統の中で、官 はどういう性
格の ものであ ったか、また官、民の関係はどういうものであったかといった点が、産業化への
社会の適応力に大きな影響を持つと考えてみることは決 して的はずれで はないであろう。
第2に 、産業化の達成には競争を通 じての効率性の達成が不可欠となって くるが、各社会内
で業績に基づ く競争、並びにその結果としての経済的勝利 といったことが、 どの程度社会秩序
の原理として公平な もの として受容 され うるかが産業化のあり様に強 く影響 して くる可能性 も
大きい。 この点でも各社会の伝統の中での競争の捉え方が大層重要となって くる。
第3に 、産業化の達成のためには、ある程度の規模の固定資本財を長期的継続的に利用 して
いくことが必要 とな って くるが、そのためには長期的な雇用関係 といった企業内部の経済組織
の形成が必要 となって くる。このよ うなその時々の自己利益を一応はなれて企業にとどまって
長期的に働 こうというコミットメン トをともなった行動 を労働者層がとりうるか否かは、やは
りその社会の持つ集団形成の原理に大 きく左右されるといえ るのではなかろうか。
経 済発 展 とア ジア社 会 の伝統
ここで、 このような産業化への適合性 という基準か らみて、どういうアジア諸社会の伝統が
重要となって くるかにつ いて簡単にふれてお こう。
㈲契約観念
市場経済とは、各個人の自発的な取引の束 として形成 されるものだが、この取 引とは基本的
には契約 に基づいて実現 されて くるものであろう(速 水佑次郎 ・港徹雄r取 引と契約の国際比
較』)。 そこで各社会が伝統的にどういう契約概念を持 っているかとい う問題が重要になって
くる。例えば、 日本の場合、契約概念が西欧 ほど明瞭ではないといわれている。 日本の契約 は、
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いわば文脈 ・コンテクス ト依存型の典型で、言葉 ・文章に依存する契約 とはその性質を異にし
ているといえよう。 コンテクス トによって全てを了解 して しまうことで文章を書かないという
システムである。すべて個人主義的で何で も文章に してしまうという言葉による契約という西
欧の文化以外にも、人間と人間の間での 「非公式な」相互作用、ない しコンテクス ト文脈に基
本的に依存 して、言葉にあまり頼 らない文化 と社会 もあると考えるべきである。コンテクス ト
依存型であ って も、契約 は守 られ取引はスムーズに展開 してゆ くことも充分にあ りうるはずで
あろう。東アジアの儒教の伝統があるような社会における伝統的な契約概念とはどうい うこと
なのか、あるいはイスラムの中における契約というのは一体どういうものなのか。契約という
概念が一っのポイン トにな って くることは間違 いない。
②集団形成原理
もう一っは集団形成の原理である。産業化に必須の経済組織を形成するに際 しては、その社
会が伝統的に持 って いる人間関係形成原理、あるいは集団形成原理が重要 とな って くる。それ
ぞれの社会で集団形成が どういう形の契機 ・縁によっているのかを見極 めてお くことが大層重
要にな って くる(中根千枝r社会人類学:ア ジア諸社会の考察』)。血縁なのか地縁 なのか、それ
以外の契機なのか。例えば、中国では非常に強 く家族の血縁が重視 されて きたといわれている。
これに対 して、東南アジアではそれほど血縁が重要な契機とはなっていない。社会文化に応 じ
て、集団形成の原理が違 っていることは間違いない。産業化の中で企業等の経済組織が形成 さ
れて くるときにも、白紙に絵を描 くわけではな く、伝統の上に乗 っか って集団というの は作 ら
れて くる以上、各社会の伝統的社会形成原理をっかんでお く必要が出て くる。さらに、作 られた
集団の結合度 も問題 とな って くる。 うちのまとまりが弱 く、非常にルーズな形 しかできないの
が、東南アジアの集団形成の典型である。ネ ットワー ク型 と性格づ けること も可能であろ う。
ところが、中国あよ うに血 でっ なが っている と、その部分 はコアで 固い とい うような格好 に
なって くる。このような意味で、社会の伝統によって集団の内的まとまりの強度が どの くらい
あるのかという点 も問題となって くる。集団の内側 に取 り込まれない外側の人間と内側の人間
との関係、あるいは組織 と組織の関係が どんな風になって くるのか という問題 も重要になって
こよ う。
(3脂令経済の伝統
指令経済の伝統 も重要である。ア ジア諸国の経済 を考 えるときに権威、あるいはオーソリ
ティの問題が重要とな って くる。集団形成 という場合に同格の、あ るいは横のっなが りをイ
メージしているのに対 して、社会の縦のっながりは権威問題と深 くか らんで くる。権威の正統
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性の根拠がどの辺にあるのか、あるいは下の者が権威に追従 していくのはどういうメカニズム
によっているのか等 も、各社会で伝統的に違 っているはずである。産業政策による国家 ・政府
の指導 に民間企業家がど う反応す るか等を考え るに際 して、 この権威の問題が重要 な論点と
なって くることは間違いなかろう。
構造 特性 と機能 特性
再度、現在最 も力を持 っている開発経済理論の問題点を見てお こう。現在開発を考え る経済
学的思考の中で、最 も正統的、かつ支配的となっている新古典学派の研究 においては、各国政
府が採用する経済政策のあ り様とその国の経済成長や所得分配 という経済パフォーマ ンスとが、
いわば無媒介的に直接的に連結させ られている。最近公表された世界銀行の研究報告書r東 ア
ジアの奇跡』で採用 されている実証分析 も、その根拠となって いる経済理論は情報の不完全性
に焦点を当てる反新古典学派的なものとなってはいるものの、その基本は全 く新古典学派的思
考その ものとなっている。
このような新古典学派的開発思考においては、 「どの国で も正 しい経済政策 さえ採用されれ
ば、市場経済の持つ普遍的威力によ って公平をともなった経済成長 shared growth が実現 し
ていく」 とい う命題がほぼ自明の ものとして理論的前提 とされていることは、ほぼ間違いない
事実であろう。 こういう主張をする新古典派のエコノミス トは、世界中どこの国であれ、政府
の愚劣な市場介入政策さえなければ、潜在的にはほぼ完全に機能 しうる市場が存在 していると
想定 しているようである。そ して、 こういう新古典派のエ コノミス トが想定 している市場が、
ワルラスが形式化 してみせたような完全競争型の市場 となっていることもこれまたほぼ間違い
ないところであろう。
　果た して、このよ うな新古典学派の想定は本当に間違いないものなのであろ うか。前述 した
ネ ットワー ク論的市場経済論の視点から見るとき、新古典学派の以上のよ うなナイーブな想定
は大きな問題を持 っていると考えざるを得ない。市場 とはどこにでも存在する ものではな く、
時間をかけて形成 ・発達 して くるものであるという市場経済に対す る歴史的視点 こそが現在最
も必要なもの となっているはずである。
　 さて、ここで本講の主題 とな っている 「経済発展」と呼ばれている歴史的過程とは、産業化
局面まで含んだ市場経済 の発達という動態的過程であると定義 してお きたい。 この 「経済発
展」に、たとえ開発経済学者 として着目するときにも、　 「どこでも政府の政策 さえ正 しければ
同 じよ うに経済成長が実現する」といった単純な命題 に立脚す ることがで きな くな って くるの
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ではないかというのが筆者の最 も基本的な仮説である。 どうして も社会 によっては、市場経済
の発達に差異が生 じて くると想定せざるを得ないのではなかろうか。端的に表現 してみて、産
業化局面 まで含んだ市場経済の発達 ・展開には、各地域なりの個性 とで もいえる地域性が見 ら
れると想定 してお くことが必要 となって くるはずである。
以上のような経済発展の地域性という課題を解明 してい くに際 して、筆者はほぼ以下のよう
な社会科学的作業仮説を想定 している。
まず、研究対象と している地域社会の持っ構造特性 を明 らかにする。 この社会の構造特性 と
は、その社会内の人間 ・社会関係形式原理であ り、それは各地域社会にそれな りに固有な もの
といえる。より具体的には、先にふれた契約観念 ・集団形成原理 ・指令経済の伝統といった点
が、この構造特性の重要な構成要素となって くる。この構造特性は、社会の構成単位である諸
個人の社会的行動の形態や自由度に強い影響を与えるものといえる。そ して、このような構造
特性は、社会構成単位の社会的行動の形態や 自由度 に強い影響を与えることで、経済取引に関
して もそれへの参加主体が持ちうるインセ ンティブ ・誘因のあり様を基本的に規定することを
通 じて、市場経済の発達 という歴史時間を通 じるプロセスに対 しても、強い影響を与え ること
になる。特に、各地域での労働市場の形成の され方 にこの構造特性は強い影響力を与え、その
ことを通 して、経済パフォーマ ンスにも大きな地域性が見 られることになってこよう。産業化
局面を含んだ市場経済の発達 といった経済パ フォーマ ンスの面である社会が示す特性は、その
社会の持っ機能特性 といえるものである。つまり、構造特性はその社会内の諸主体の持っ経済
社会行動に関するイ ンセンティブのあり様 に強い影響を与え ることで、 「経済発展」という機
能特性を も規定する可能性が強い、と考えてお くべきであろう(公 文俊平r情 報文明論』)。
この機能特性 こそが、経済発展と通常名づけられている現代世界に 「普遍的な」変動に対す る、
その地域が示す特性と しての 「地域性」といえるものにな って くるわけである(立 本成文 「た
たなわる海域世界」r地 域研究の フロンテ ィア』)。
端的に要約 してみて、いわゆる経済発展の問題に接近 してい くとき、国民国家単位にその発
展を統計的に観察す ることを超えて、個々の社会 が示 して いる市場経済発達面での地域性 と
いった ものを、いわば非統計的に明 らかに していくことこそが今最 も必要とされているのでは
'なかろうか
。
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H.ア ジア内での地域 間比較
アジアに位置する各地域社会の持っ構造特性の差異に対応 して、現在開発面で最重要課題と
されている産業化という局面をも含んだ市場経済の発達 ・展開という経済パ フォーマンス、な
い し機能特性にも無視 しえない差異が見 られるのではないかというのが、筆者が今抱いている
基本的問題関心である。 ここで構造特性といっているのは、 ヒトとヒトとの公権力の側か らの
強制によ らない結びっ きの形態、ない し社会関係 としての 「ネ ッ トワーク」の形成 され方に見
られる、その地域社会の持っ特性 といった ことである。それは個人の意志 ・実力を基本 とする
ヨコの結 びっきを核の形態 とするものから、身分 ・生まれといったタテの序列を核 とす るもの
まで、アジア地域内に限 って も多様な ものとなってい るし、また このような構造特性面に見 ら
れる多様性に、その地域社会の持つ個性的な歴史や伝統が色濃 く反映 して いることも間違 いな
いところであろう。
以上のよ うな理論的パースペクティブを念頭 におきなが ら、 ここでア ジア諸地域に見 られる
市場経済発展の類似性と差異 とを大雑把ではあるが鳥鰍 していこう。
(1凍アジア:中 国
1980年頃から開始 された経済改革 ・開放政策の結果 として、驚異的ともいえる速 い経済成長
が実現 したことで、現代世界が注目 している東 アジア地域の核心地域 ともいえ る中国の場合か
ら見ていこう。
中国における経済改革は、ほぼ以下の3つ の段階を順次経過 してきたといえ る。第1段 階は、
農業における制度改革であり、第2段 階は、都市 ・地方都市における非国有部門での企業育成
であり、最後の段階が国営企業での改革である。まず農業部門においては、1980年代は じめか
らの改革政策の実施によって、個人、ないし家族の経済的インセンティブが改善 されたことで、
著 しい増産 ・経済成長が見 られた。この事態は中国における経済改革の大きな成果 として、高
く評価 されてきた展開であ ったが、よ く考えてみると、新中国建設以降の集団化 ・人民公社化
という上か らの強制的開発路線の重 しがとれた ことで、中国伝来の活力ある家族農業が息を吹
き返 したといえる事態であ った。
その後、 この改革政策に経済の開放政策が加わ り、沿海部を中心に して郷鎮企業の急成長が
見 られている。これが経済改革の第2段 階である。特に海外の華人等か らの資本流入 も加速化
し、労働集約的商品を中心 に して、多数の輸出産業 ・企業の成長が見られ るようになってきて
いる。個人的な企業の活動が活性化 し、海外か ら積極的に資本を受け入れるようになっている。
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農民達 も才覚と機転を働かせて小商売に乗 り出 し、大都市への出稼 ぎも組織的なものへと展開
していった。さらにこういう経済の活性化 と歩調を合わせて、個人の栄達 と商売の繁盛を叶え
る神々への信仰が復活 し、廃れていた寺廟が再建 され るよ うになっている。
ところで、中国における社会主義経済の根幹ともいえる国営企業の経営改革、ないし民営化
に関 しては、現在 までのところ、それほど顕著な成果があ らわれているとはいえそうにない。
経済改革がその最終の段階に入るところで、大きな問題に直面 していることは間違いないよう
である。
中国の改革 ・開放政策 とは、端的に表現 して、国営企業の改革よりは、非国有企業の発展を
奨励 し、助長 しようとす るものであったといえる。 これはまさに 「計画経済の根幹である大中
型国営企業にメスを入れることを避ける、迂回作戦」であった(朱 建栄r江 沢民の中国』)。
この迂回作戦は見事に成功 したといえるわけであるが、それはまさに 「市場経済への移行」を
先送 りして、国営企業が支配 していない産業分野で市場経済を復興させようとする政策であっ
たといわ ざるをえないのではなかろうか。
開発経済学者の間で市場経済への移行政策に関 して、漸進方式がよいか、それともショック
療法がよいかとい った議論が盛んに行われている。そ して、中国とロシアの市場経済への移行
の比較か ら、中国が採用 したような漸進方式の方が成功 しやすいといった議論が展開されてい
る。この種の移行政策のタイプに関す る議論が全 く無意味 とい うわけではないが、筆者 にはこ
ういう比較論は最 も肝要な問題を避けている議論 になっているのではないかと思えてな らない
のである。問題の急所 は漸進方式であれ、ショック療法的であれ、市場経済への移行政策 という
「笛」を政府が吹いた ときに、果た して国民 ・社会がそれに合わせて 「踊 る」のかど うか という
事態にあるはずである。政府の政策への社会の側の反応という点 こそが、問題の急所であろう。
ここで筆者 は中国社会には、 このような政府 の政策に充分 に踊 りうる社会構造や歴史があっ
た事実に注 目したいのであ る。農民 もエ リー トも、市場に巻 き込まれ、既に18世紀 には中国全
土を覆 う原料 ・食糧の国家的市場が形成 されていた。財産は交易 と手工業によって蓄積 される
ようになり、町は都市へと発達 した。銭荘や票号など中国独 自の銀行や送金機構、会館などの
同郷者の組織が生まれ、交易活動に便宜を与えた。労働市場において も、口入れ屋 という仲介
業者 によって契約労働制として、かなり広い地理的範囲に渡 って人材の配分が行われていたの
である(イ ース トマンr中 国の社会』)。 村 と世界市場 とは、農村の小市場町 ・集散地 ・上海
等開港場 と、幾重にも重な った土着の流通の鎖で結ばれていた。こうした牙行 と呼ばれ る仲介
機構の一見すると、過剰 とも見える発達 こそが、中国社会の特徴的な現象であ った。斯波義信
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氏は、 この中国の市場構造を細分化 した細胞 として捉え られている。個々の細胞は、無数の壁
で仕切 られていなが ら同時に、上下や水平に開放されており、互いに競合関係 にありなが ら各
種ブローカーが調整作用を果た している。需給や価格の情報は細胞間を流れ、部分は全体的に
有機的に統合されているし、また細胞というそれぞれの単位は、クラブに似 た 「契約的性質」
を持 ったものとな っているというわけである(斯 波義信 「社会 と経済の環境」 「文化 と生態環
境」r民 族の世界史(5膜民族 と中国社会』)。
中国人の社会的行動の大きな特徴 は、 自分の商 りに役に立っ人間関係のネ ッ トワーク 「関係
グァン ・シ」を張りめ ぐらせるということである。中国においては、同族 ・同郷 ・同業 といっ
た種々の契機で集団形成が行われて きた。特にこれ ら多様な契機 に基づ く集団 ・組織の形成に
おいては、共通 して 「股分」の提供 とその提供に応 じた利益のシェア リングという仕組みが見
られている。中国での経営 には、この仕組みが投影 しており、資本の提供 も労働サー ビスの提
供 も、そ して経営能力の提供 も全 くこの股分の提供 とみなされているよ うである。中国におい
ては、経営組織を も含む集団 ・組織 は、 自らを表現 し、相手を認識す るときに常 に股分が手が
か りとな るネ ッ トワーク関係 として形成 されてきていた。そ して、ある意味では優れて実力競
争を重ん じてきた社会の中で、誰で もが 自らの責任 とリスク負担で これ ら経済 ・経営活動 に参
入 しえたのである。中国の社会、つ まり民間部門には、商業活動を活性化 しうる社会関係形成
エネルギーが伝統的に備わっていたといってよいであろう。
もちろん、中国社会がある種の階層構造を持 っていた ことをここで軽視するわけではない。
一定の地位 と明確な機能 を持った紳士層が存在 していたが、中国におけるこの階層制 は国内統
治のための官僚層の形成 とい う 「政治制度 と結びついて」(中 根千枝r社 会人類学』)形 成さ
れた ものであったことを重要視 しておきたい。それは生まれによる身分 によって形成 された も
のではな く、理論的には中国社会の全ての家族 ・個人に上層 に上がる可能性が開かれていたと
いってよい。
中国の現在の経済活性化を支えているものが、中国に伝統的な以上のような社会関係 とそれ
に支え られえた個々人の自由な活動であることは間違いのない事実であろう。中国の経済改革
とは、国営企業の改革が未だうま く行われて いないとい う点で、 「市場経済への移行」 と表現
しうるよ うなものでは決 してなく、その実態 は 「伝統的市場の復興、ないしそれへの回帰」で
あるとしか性格づけることのできないものであるのではなかろうか。
確かに現在中国の非国有部門で成長を示 している諸企業が生産 している財や使用 している技
術は東アジア国際経済圏の一環を担 うものとして、中国の歴史では新 しいものとなっているこ
137
とは確かであるが、 こと経済 システムの面か ら見 ると、それが伝統的な市場経済の復興であっ
たといって、決 して間違いではないであろ う。中国社会の持っ構造特性 とは、多様な縁によっ
て作 られ る股分 シェアリング型 ネッ トワークとで もいえる ものであるが、経済改革 ・開放政策
採用以降の中国経済の活性化 という機能特性は、まさにこの構造特性 によって引 き起 こされた
ものであ った とい ってよいので はなかろうか。
ところで、まさに中国に伝統的な構造特性がそのまま痩活 してきているがゆえに、西欧流の
市場経済だけが健全な経済であると考える論者の目には中国に生起 しっっある市場経済が、相
対取引が基本であるがゆえに、同 じ商品に も極端な価格差が見 られ る等で、大層未成熟な もの
に見えて しまうようである。また、国有財産であるオフィス ・ビルや住宅の賃貸取引の急激な
展開や国有企業の株売買の過熱傾向に対 して、それ は 「過剰なまでの市場経済」であるとする
見方 も多 く見 られている。
そ ういう論者の中には、中国経済の将来 に対 して大層悲観的な意見を述べて いる者 もいる。
一見す ると、極めて肯定的に見える中国の経済状況に関 して、 「その詳細を見極めてみると、
そこには無秩序以外の何物 もない」 ことを指摘 したホーニ ックの 「中国のバブルはは じける」
はその典型的例である(ホ ーニ ックr中央公論』)。 その論点を少 し紹介 してみよう。北京の
政権は、その基本の ところで未だに民間企業の繁栄を認めよ うとさえ していない。その結果、
民間企業が活動できるのは、経済の周辺領域においてだけだ し、 しか も彼 らの経済活動は、ろ
くに成文化 もされていないような恣意的な法体系の もとに置かれている。確かに、多 くの楽観
論者が想定 しているように、偉大な才能を持ち強い経済的行動への動機を持 っている中国市民
は、輝か しい未来を実現 しうるだけの資質や姿勢を備えていることは間違 いなさそうである。
しか し、少 し中国の歴史を振り返 ってみると、19世紀末や今世紀初頭の中国に関 しても、 これ
と同様の事態が見 られたにも関わ らず、中国の政権がこのような中国市民の強い動機をうま く
引き出 して成長を導 くような能力を備えていなかったことが明 らかになって くる。毛沢東以降
の共産主義政権 も、結局のところ、個人の 自発性や進歩の抑圧を結果 させて しまう中国国内統
治の歴史的伝統の最近.における現象形態 に過 ぎない。結局のところ、中国政治文化にこのよう
な限界がある以上、中国は経済成長を持続 させてい く力を持 っていないと考えざるをえない。
中国の経済史を紐解いてみると、ホーニ ックのこのような見解にそれなりの根拠があること
も明 らかになって くる。
19世紀末から20世紀初頭にかけて、中国人の商人はその商業活動 において、極めてアクティ
ブであ り、国家の統制か らもほとんど自由であ った。それにも関わ らず、中国の市場経済は不
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安定であり、またマクロ経済面ではその経済は停滞的であ った。そこには、 「激 しい競争ゆえ
の経済停滞」という現代経済学の視点からはパラ ドクシカルな事態が見 られていたのである。
その最大の理由は経済活動、特に商業活動の制度的枠組みをサポー トしようという関心が国家
に欠如 していたことであった。法的な面では、貸 した金がとれなければ、卑分の力で、 あるい
は何 らかの秘密結社の力を借 りて取 り立てなければな らないという自力救済原理の支配、経済
政策面では統一的な貨幣政策 と市場秩序維持政策の欠如、 これが 「自由放任」ということの楯
の反面であった。
確かに、広大な空間に散 らばる諸地域をひとっの世界単位 として まとめあげる中心力 として、
儒教が大 きな役割を果た してきたことは事実である(高 谷好一 「中華世界」r世 界単位論』)。
しか し、この儒教が基本的には反商業的 ・農本主義的経済秩序観を持 っていたことに も影響 さ
れていたためか、明 ・清朝以来中国の政権の商業 ・商人に対する態度 は、振興、搾取 ・抑圧、
放任 ・無視が組み合わさった矛盾 した両義的な ものであり、一貫性を欠いた ものであった。ま
た産業化 に関 して も、官督商弁といわれる官主導体制がその伝統であった(イ ース トマンr中
国の社会』)。 中国の公権力の伝統の中に、市場経済発達を促進させよ うとす る一貫 した態度
を見っけ出す ことが大層困難であることは間違 いなさそうである。
ホーニ ックが見抜いている 「中国政府が持っ経済社会を健全にコン トロールす るための能力
と手法とは未だ未成熟である」という事態が、中国の歴史が示す連続性であることは間違 いな
さそうである。 この事態 も含めて、中国の市場経済発達がどこか西欧で資本主義が作 り上げ ら
れて きた時代の経済社会 とは異質であり、そうだという多 くの観察者が示 している見解 は、や
はりそれなりに正当なものであり、中国における市場経済の発達 という機能面での特性 に中国
社会の持つ構造特性が色濃 く反映 していることを素直 に認あてお くべきであろう。
②東アジア=朝 鮮 ・韓国
中国と対比 してみて、その周辺の小規模国家であ った朝鮮では、社会的地位の異なる層に属
す る個人 ・家族間に形成 されるパ トロン ・クライア ント関係を軸に して、経済 ・社会生活が営
まれて きたといえそ うであ る。社会の中核は、両班層 と呼ばれる儒学を中心に した学問のある
知識人階層であ った。 これ ら両班層が同族でまとまる傾向やそれ以外の下層 に属する個人が
種々の単一の 目的の達成のために、一時的にまとまる 「契」の伝統等が存在 していたことは事
実だが、やはり朝鮮社会の核 は両班層と下層 との間で形成されるパ トロン ・クライア ント関係
であったといってよいのではないではなかろ うか。そ して、注 目すべ きは両班層の権威の根拠
が学問 ・知識の所有 という点にあった点であ り、単なる土地所有 といった経済面での力を根拠
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にしていたのではないという事態である。 このような事態の背景には、中国文明の周辺部に位
置 していたために、中国か ら受容 した社会をまとめあげる儒教を基礎とする統治制度が、より
純化 して朝鮮半島に定着 したという歴史があったようである。
地域社会に定着 した両班層の経済生活を見てみ ると、それが基本的には農耕を中心にした現
物経済であったことがわかる。 さらに自らの農耕で満たされない財は、主 として先に述べたパ
トロン ・クライア ン ト関係を通 じた贈物によって調達 されていたこともわか る。朝鮮社会の
人々は、儒教本来の考え方 にも影響 されてか、農業労働 こそが富の源泉だとす る重農学派に も
通 じる生産労働観を持 っていたよ うである。中国の構造特性 と対比 してみるとき、朝鮮社会は
決 して各個人 ・家族が自らの利益の獲得を求めて自由勝手に作 り上げた商業社会ではなか った
といってよいのではなかろうか。
さらに興味深い点は、両班層になれるか否かが基本的には学問のあるな しによっていて、そ
の人の生 まれといったことは原理的には無関係であ ったということである。そ こで、人々は競
争 して、両班層に上昇 しようとしてきていた。各個人の能力による社会層上昇のための競争 と
いうことは、朝鮮社会の中では伝統的に公平なるものとされてきたといえそうである。
現在主流の開発経済学の研究においては、韓国政府が韓国が持 っていた比較優位である労働
集約型輸出産業の成長を促進 させ るような、市場に友好的 ・同調的政策を採用 したことが、韓
国における 「公平をともな った高度経済成長」の最 も重要な要因であ ったとする意見が最有力
となっている(世 界銀行r東 アジアの奇跡』)。 確かに政府の政策がどのようなものであ った
かが、韓国の産業化 にとって決 して無視 しえない重要な要因であ った ことは間違いない。 しか
し、筆者には政府の政策のあり様以上に、そういう政府の政策 に反応 した韓国社会のあり様、
ないし構造の方が重要であったはずであると考えている。っまり、南北分断後の韓国の高度経
済成長 ・産業化に、先に述べて きたような朝鮮社会の伝統が強い影響を与えたことは、ほぼ間
違 いないと考えてお く必要がある。第1に 韓国の産業化はときには、権威圭義的政権といわれ
るほど強い政府の指導によって引き起 こされて きたわけだが、 このような官の側の誘導に民の
側が従順に反応 して きた背景には、やはり朝鮮社会における官 ・民関係の伝統が生 きていたと
いって も間違いにはな らないであろう。官 はまさに豊かな知識 ・学問の所有者であるがゆえに
民によって、その指導 は正統的な ものとして受容されたともいえそ うである。思い切 って表現
してみ ると、産業化を開始 させた頃の韓国の政府 は、ケインズがその経済政策論の前提ζ して
想定 したような国益を客観的に考え うる知的エ リー トによって構成されていると、民の側か ら
見 られていたとす ら表現 しておいてよいのではなかろうか。そ して第2に 、韓国社会の民の側
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は、政府の この指導に対 して短期的利益を超えたよ り長期のコミッ トメン トをともな った反応
を したのであるが、 この反応は朝鮮社会を古 くから動か して きた実力に基づ く競争とい う伝統
の再現 といってよい ものであろう。特に激 しい学歴競争が繰 り広げられ、それによって質の高
い労働者がそれなρに弾力的に供給され続けてきたことが、韓国の産業化を支えてきたことは
よ く知 られた事実であるが、この学歴競争はまさに伝統の再現といえるものであろう。韓国に
おいては、両班階層制を根拠 とす るパ トロン ・クライアン ト型ネッ トワークという社会の持っ
構造特性が、経済パフォーマンスの面で官主導の産業化 という機能特性を発揮 させたといって
よいであろう。フクヤマはr歴 史の終焉』で、韓国の この産業化は 「自由主義経済と家父長的
権威主義 とが結びっいた新 しいタイプの権威主義」に基づ くものであ り、儒教的伝統を持たな
い世界の他の地域へは、輸出 しがたい産業化の成功例にすぎないと論 じている。韓国の経験の
他地域への移転可能性に関 しては、確かにフクヤマのいう通 りか も知れないが、韓国の驚 くべ
き速度での産業化が新 しい時代の要請に社会の伝統が うまく共鳴 し掘り起 こされた結果 として
実現 された ものであったことを見落としてはな らない。
(3}南アジア:イ ン ド
1990年に入 ってイ ンドは、急速に経済改革を進めている。国内経済にはりめ ぐらされていた
多様な規制を緩和す ること、外国資本 ・企業を積極的に導入すること、そ して非効率 な 「病気
にかかった」国営 ・公営企業の改革を実施す ることといった点がこの経済改革の柱 とされてい
る。 こういった経済改革が実施 された背景には、1980年代に入 って食糧不足 ・外国為替不足 ・
国内貯蓄不足というマクロ経済面で、イン ド経済の成長を阻害 していた制約条件が緩和 された
に もかかわらず、1960年代後半以降の経済停滞がなかなか改善されなかったという経過があり、
っいに政治的独立達成以降の 「計画 された発展」とい う国家統制型.の経済発展戦略その ものの
根本的見直 しが開始されたわけである。
この経済改革の短期的成果は、中国の経済改革の初期にも似て、やは り目覚ま しいもののよ「
うである。海外に多数住居す るイ ン ド人 (Non Resident Indians) か らのイ ンド国内への投
資 も拡大 し、またイン ド国内にいる2億 人 とも推計 されることのある中産階層 も国内の種 々の
経済活動に活発に投資 しは じあているようで ある。 このような状態を見て、イン ドで も国家統
制型経済戦略か らの離脱 とい う構造調整政策 は成功 し、イン ドも現在西太平洋地域を特徴づけ
ている高度経済成長圏に近々参入 して くるであろうとい う意見 も聞かされるようにな っている。
　筆者 も経済改革によって、イン ド経済がそれなりに活性化 して きていることを否定するもの
ではない。イン ド経済の成長力を最近までの国家統制型経済戦略 ・政策が大 きく歪め、かっ抑
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えてきていたことは間違いない事実であろう。 しか し、イン ドにおける市場経済の健全な発達
という長期的問題を考えるとき、問題 は単 に政府の介入の仕方だけにあ った と想定するのは、
やはりあまりに新古典派経済学流形式主義の思考に過ぎないのではなかろうか。問題の急所は、
やはり社会の側に長期的に市場経済を発達 させ、それを受け入れる能 力な り、伝統な りがある
のかどうかではなかろうか。こういう視点 に立つ以上、市場経済発達 に関わるイン ド社会の持
つ構造特性を見てお くことが絶対 に必要な作業 となってこよう。
中国 とともに古代以来、アジア文明の中心に位置 してきたイン ド亜大陸世界 ・南アジアの伝
統社会の核は、 ヒン ドゥーの強い影響の下に歴史的に形成 されてきたカース ト制に見 られ る階
層制である。 この階層制は、 「職種的 ・宗教的な ものであ り、かっ政治面での統治 とは関係な
く社会的な もの」(中 根,前掲書)と して形成 され発達 してきた もので ある。 このカース ト制、
っまりヴァルナ篇ジャティ制度は、国内の全人間をひとつの ヒエラルキカルな社会的地位の構
造の中に細分化す るものであると同時に、その秩序によって ヒン ドゥー社会という統一的空間
秩序を維持す る統合機能を持 ったもの とな っている。つまり、カース ト制 とは 「細分 と統合の
論理をいわばいれ子構造 に持つ制度 」(応 地利明 「イン ド」r世 界単位論』)で ある。土地所
有はするが農業労働 にタ ッチ しないバラモ ンを上層 とし、農業労働者 カース ト、さらにカース
ト外のア ンタ ッチャブルを最下層 とす る南アジア特有のカース ト制度が、何故形成されて きた
かに関 しては、いまだ不明な点が多い。
ひとつの経済学 的解釈 が、前 節で もその最近の論文に言及 した新古典学派 の経済理論家
デ ィーパ ッ ク ・ラ ルが提 出 して い る 「ヒ ン ドゥー均衡
る (Deepak Lal, Hindu Equilibrium vol. 1 )
Hindu Equilibrium]
。 そ れ は 、
とい う仮説であ
アー リア人がガ ンガー平原 とい う肥
沃な沖績平野か らなるイン ド亜大陸の生態的核心域に進出 し、そこで労働集約的な稲栽培を核
とす る地域経済を形成 させてい くに際 して、そ こで顕在化 した労働不足へのアー リア人な りの
対応策と して形成 されていったという仮説である。これは 「冬雨依存の麦作であったインダス
か らガ ンジスに広がってい くときに、アー リア人が出会 ったム ンダや ドラヴィタの農業 は米 ・
雑穀 という夏作 になる。夏作管理は冬の小麦作 に比べて、非常 に人手を必要 とし、(こ れ ら非
アー リア系を)シ ュー ドラとして取 り込む ことで農耕に奉仕す る人間を確保 しようとしたので
は」という田中耕司氏の見通 し(重 点領域研究成果報告書 シリーズNα4「東南アジアζ南アジ
ア」)と も重なり合 う仮説である。元来、王等の政治支配力が弱 く、権力による大量の奴隷労
働力の維持が困難であ った状況の下で、地域経済の再生産 にとって必要 とな って くる多様な経
済活動 に対 して、それぞれ専門化 した技能を持っ労働力を確保する必要か ら、社会の側がいわ
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ば分権的 に、職種別に分離 された労働市場といえるカース ト制度を形成 した という仮説である。
多数の ジャティ間で結 ばれるジャジィ ・マニ制 とい うものは、 「暗黙の契約
tracts J のひとっの形態であるという解釈である。現在の筆者には残念なが ら、
Implicit Con-
この経済理論
か ら見て、大層興味深い仮説を本格的に検討 してみる能力はない。
　 しか し、カース トの序列が ヴァルナという 「色」、っ まり 「けがれ」の差異を根拠 と してお
り、その中で商業従事者であ るヴァイシャを地位 ・身分の低い 「けがれた」 ものとしている事
実等を思 い浮かべてみ るとき、やは り浄 ・不浄 という序列観念を軸 とす るヒン ドゥーとい う
アー リァ人特有の宗教 ・社会観怠といった非経済的な要因を無視 してはカース トの形成は理解
できないであろう。 この点で ラルの経済学的仮説は、カース ト制成立のひとっの経済学的必要
条件だけを論 じた ものであると評価 してお くべ きであろう。
　 中国社会の場合に商人活動にほぼ誰で もが参加す ることがで き、かっそれが社会のすみずみ
にまで浸透 していたのに対比 してみるとき、南アジアでは商業 もある特定のカース トだけが行
う活動とされてお り、そ こで は商業社会 と現物的農耕社会とが構造的に併存 していたといえる。
そ して、大切なことはこのカース トという階層制が、子は親のカース トにしか入れないとい う
生まれによって再生産 されて きているという事実である。 また古代に形成 されたこの階層制が
長い歴史の時間を通 じて現代まで も基本的には変わることな く生 き続けているという点はヒン
ドゥー ・イン ド社会の大 きな特徴 といえる。
　 グンナー ・ミュルダール博士は、 自らのイ ン ド滞在体験をふまえた大著rア ジアの ドラマ』
の中で、 ヒン ドゥーとそれに起因するカース ト制が南ア ジア社会の近代化にとって、大 きな障
害、ない し社会の不活性化の強力な要因になっていると指摘 している。カース トが課 している
絶対的な忍従、そのお仕着せの満足、探検心の衰退、人間から人格と優れた可能性を剥奪す る
ような暗い影、これがカース ト制が もた らす大きな社会不活性化の現象であ ると主張 している。
植民地時代から独立後の計画 された開発 レジーム下での経済開発の経験を眺めてみるときは、
ミュルダールのこの指摘 はやはりそれなりに的を射ていたといわ ざるをえないのではなかろう
か。第1に 南アジア、特にイ ンドは単にカース ト制に基づ く階層社会であるだけでな く、人種
と宗教 も多様な非均質社会であることも加わ って、中央政府の行政の社会への浸透 は限 られた
もので しかない。中央政府の計画 された開発 という目標 は、完全なる正統性を持 った ものとし
て、イ ン ド社会の中で深 く受容されたとはいえないようである。第2に 、 この点の方が経済成
長の観点か らはよ り重要な点であるが、カース ト制 という制約のために国内産業化にともない、
それなりに多様化 し、拡大 してきた各種の経済的機会を下層カース トが うま く利用 して、その
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経済状態を改善す ることがで きなかったという事実を強調 してお く必要がある。このため経済
成長の必要条件ともいうべき国内大衆消費の拡大が進 まず、その結果 として、輸入代替型産業
の発展 も阻害 されて しまうという悪循環が発生 して しまったといえよ う。そ して第3に 、大企
業内の内部組織においても、カース トに起因す る職種への人材配分が見 られ、労働者がOJT
によって訓練を積んで、その能力によって次第に昇進 して いくといった ことがほとん ど見 られ
なかったようである。
フクヤマもそのr歴 史の終焉』で書いているように、 「人類の普遍的平等 という原理 に基づ
かない数少ない世界的大宗教のひとつであるヒン ドゥーと、それに基づ くカース ト制が経済成
長にとって、大 きな障害にな っている」という事実は、少な くとも最近 までのイ'ンドに関 して
はやはり否定 しきれないものであろう。 しか し、このような強固なカース ト制にも、その時々
の経済状態の変化に対応 して、それなりの変化が生起 して きた事実を無視することは許 されな
い。19世紀南イン ドにおいて、下層の就業機会の拡大 とそれに基づ く農業労働者の不足に対応
して、下層カース トの土地所有者層への移行が見 られるよ うになった歴史的事実は、カース ト
制の持っ外部環境適応力を示す ものともいえよ う。 しか し、 この社会的流動化 もカース ト、な
い しジャテ ィとい う集団 ・グループを単位 として生起 した ものであって、決 してそれぞれの
カース トに属する個人、ない し家族 というレベルで顕在化 したものではなか った事態を無視 し
えないであろう。
カー ス ト制が経済社会秩序形成の面で顕在 化 したジ ャティ制 とは、結局 のと ころ、職能
craftsの差異を軸 とする階層制であ った。 この ジャティ制の形成 によって、経済生活め維持 ・
再生産に必要な多様な職種 に従事す るヒ トビトが役割分担を しなが ら、共存 していける体制が
作 られて きたといえる。 この多様な職種 ・ジャティを眺めてみると、デ ィーパ ック ・ラルの ヒ
ン ドゥー均衡仮説が強調 していたような肥沃なガンガー ・デルタでの農業生産を軸 とする農村
経済の維持 に不可欠な職種と、必ず しもそ うではない職種 とに分ける ことができそうである。
大工 ・鍛冶屋 といった職種は前者の代表例であり、青銅の鐘作 りとい った職種が後者の代表例
といえよう。前者の職種 はイン ド伝来の ジャティ ・マニ制 というヒエラルキカルな職種の秩序
にどっぷ りと取 り込まれているのに対 して、後者のような職種の場合 はジャティ ・マニ契約の
網の目か ら比較的 自由で あったようである
namics ) 。後 者の よ うな職種 の ケー スで は、
(K. K. Mohanti, Social Mobility and Caste By-
そ ういう職種 に必要な技能の形成だけでな く、
その製品の販売に関 して もある種のギル ド的クラフ ト・ユニオンが主体とな ってきたといえそ
うである。近代以降の工業化、ないし産業化によ って、農業生産に直接結びっかない経済活動
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の場が拡大 していったのに対 して、古来の ジャジィ ・マニ制の網に強 く結びつけられていない
ジゼジィの中には、そういう近 ・現代的変化の波に うまく適応 していった もの も多いようであ
る。 しか し、この適応 もジャジィという集団を単位と して生起 したものであって、決 してその
ジャティに属する個人、ない し家族という単位で実現 されているものではないようである。
要するに、産業化 に不可欠といえる実力と能力に基づ く個人 ・家族間での 自由な競争 という
ものが強 く制限されて しまっている点 こそが イン ド、ないし南アジアの産業化が抱えている最
も基本的な問題点であると考えておいてもよいのではなかろうか。
ラル自身がイ ン ドでは非常に長い歴史の期聞を通 して、カース ト制とい う文化的安定 と経済
停滞 との間には強い相互連 関があったことを論 じて いる(Lall,前掲書)が 、筆者 はカース ト
制 というイ ンド社会の構造特性が少 なくとも1920年代以降の長期的な経済停滞 という機能特性
を結果させたとする仮説を捨てきれないでいる。 ヒン ドゥー ・イン ドでは、長 い歴史を通 して、
ネッ トワークという概念を当てはめえない社会構造であるカース ト制とい う構造特性が、 ジャ
ティという集団 ・グループが参加主体となる分離された市場が重層的に重な りあ った経済の形
成という機能特性をもたらしたといえるのではなかろうか。
現在経済改革が進む中で、見られている経済活性化が長期的 にイン ド国内に健全な市場経済
の発達を結果 させ うるか否かは、基本的には社会構造特性の面で 「カース ト制か ら(諸 個人間
での)契 約へ」とい う変化が顕在化 して くるか否かに依存 して くることになろう。ラルは人口
増加等によって ヒン ドゥー均衡を成立 させていた与件が変化 したのだか ら、社会の構造特性 も
このような方向に変更 してい くはずであると論 じているが、果た して、そう簡単に社会の構造
特性が変質 してい くものであろうか。
(4》西 アジア ・中央アジア
トル コ ・アラブ諸国 ・イラ ンからなる西アジアと旧ソ連領域内の中央 アジアとはともに、イ
スラーム圏に属 している。 この地域が古来特にアッバース朝以来、その経済活動を 「生態系か
ら離陸させた」(片 倉 もとこ 「世界単位:中 東の場 合」 『世界単位論』)商 人の活躍で作 り上
げ られた商業社会であ った ことは、今 日よく知 られるようにな った事実であろ う。
このイスラーム圏 は、キ リス ト教が浸透 しているヨーロッパと同様に、個人が 自らの責任で
明示的に 「契約」を取 り結ぶ ことで相互関係を形成 していくよ うな社会であ る。女性は男性 に
比べ ると制限はされていたが、それで も女性 も契約の主体となれる社会で もあ ったのである。
商品、不動産の売買取引だけでな く、例えば、結婚す らも個人間の契約 としてとり結ばれるよ
うな社会である。そ こでは個人はそれぞれの目的に応 じて、取 り結んだ契約によって複数の集
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団 ・関係に同時に属す ることになる。 イスラーム圏の社会は、 まさに属人的文化(片 倉,前掲
書)に 支え られたネッ トワーク型社会の典型といえよう。そ こでは、国民国家 という枠です ら、
契約 によって結ばれたひとつの関係にすぎないと認識されている。イスラーム圏においてはナ
ショナ リズムはその他の地域 とかな り異な った もの として認識 されている し、また諸個人のア
イデンティティもかなり複合的なもの とな っていることを忘れてはならないであろう。
諸個人間の契約締結に際 して、イスラーム知識人ウラマーが立会い、契約当事者双方が とも
に契約を公平に実施す るか否かを監視す る役 目を演 じている。また、中世 イスラーム都市以来、
バザールでの商取引、信用取引が公平に実施 され るよう監視する役 目を負 った役人ムフタシブ
が制度化 されている。 この辺 りに諸個人 は元来、弱い存在であ り、その時 々の利益等の誘惑に
負けて契約を順守 しない危険性が大 きいので、契約当事者以外の第三者であるウラマーやムフ
タシブ等の監視が必要となって くるという社会秩序観が見て とれる。 この点で、イスラーム圏
の契約観は、 ヨー ロッパ近代の個人の完全なる理性 を前提に した自由放任型の契約観 とは大い
に異なった もの といわざるをえないであろ う。そ して、このような契約の連鎖 によって作 られ
るネ ッ トワー クこそが、イスラーム圏での商業活動 ・商取引を活性化させて きたと考えてよい。
世俗的な経済 ・社会生活を維持 していくに際 して、必要不可欠な社会内での機能 ・役割分担
も、契約原理に基づ く委託という形態で組織化 されている。世俗世界を司る事務官僚カーティ
ブもこのような委託を受けた者であ るし、また経済生活の維持に必要な人材の配分もハ ウリー
と呼ばれる差配によって実施されて きていた。 さらに、イスラーム圏においては、内的結合度
の強い組織 も、契約原理の延長上で 自然発生的な結社として形成されて きた ものといえよう。
この点でイスラーム圏の社会は、牙行といわれ る仲介業者 ・機関が 「過剰」といえ るほどに発
達 していた中国 と大層類似 しているとい ってよい。
イスラーム圏のこれら伝統的社会のあ り様が、基本的には商業経済に適 したものであ った こ
とは間違 いないところであろう。 イスラーム圏では、唯一神への信仰 ということを通有 してい
る諸個人間の契約によって作 られる損益分担 シェアリング型ネッ トワークとい う構造特性が、
商人主導型の交易 ・市場経済の発達 という機能特性を支えたといってよい。西 アジア、ないし
中央ア ジア諸国の これからの経済展望にとって最大の問題は、 このように商業経済に適 した伝
統社会が大量生産型の技術 と資本設備導入を不可欠 とする産業化の要請に、どの様に反応 し適
応 してい くかという問題である。例えば、商業社会での労働力配分を担 ってきたハ ウリー的組
織は、次第に韓国等 に見 られたような学歴による労働力配分という方向に変質 していかざるを
えないはずであるが、こういう変化にイスラーム圏の社会がどう反応 し適応 していくのであろ
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うか。また、契約に基づ く自然発生的結社は、韓国のような知力を軸 とす る階層間でのパ トロ
ン ・クライアン ト型組織の伝統が希薄なこの地域で、産業技術の効率的利用を可能にするよ う
な目的合理的な企業組織の原型とな りうるのであろうか。 もし、産業化が これからも経済発展
の不可欠の方策であるとしたら、この辺がイスラーム圏社会にとって最大の問題 となって くる
かも知れない。
イスラーム圏の将来に関 しては、その原理主義の復活の面だけに注目が集まっている。例え
ば、 ポール ・ケネディのよ うな歴史家まで も 「それは19世紀近代の価値に もうまく適応で きな
いものであ り、21世紀に向けての産業化への基礎など提供す るものではない」(r21世紀の難
問に備えて』)と す る見解を表現 している。産業化 ・経済成長 に関 して、その非適合性を強調
する意見だけが流布 しているよ うであるが、 ここで見て きたように、ヨーロッパが歴史的に経
験 してきた もの とは異質であるにせ よ、イスラーム圏社会が伝統的に商業活動 に適 した社会組
織を形成 して きていた ことを軽視す ることは許 されないはずである。
(5凍南 アジア
最近、数多 く公表 されは じめている経済史の研究 は、東南アジア地域ではすでに前近代にお
いて、広域的なネ ットワー クを形成 し、交易 ・商業が盛んであった事実を明 らかにして くれて
いる。大陸部のムアン、島興部の ヌガラと呼ばれるよ うな都市 は、多様な商人が接触 し交流す
る活気 に満ちた外 に開かれた経済空間であったようである。これ ら商人は、小世界を結びつけ
る流通ルー トを形成 していた し、また、主 として同 じ商人の仲間内で商品取引や信用取引に関
する種 々の経済組織的工夫を行 っていた ことも間違いないところであろ う。
この交易の主たる担い手 は、 この地域外から流入 してきた中国系、あるいは地域内ではブギ
スを代表とす る商人達であった。 これら商人達は、東南アジア地域 にとどまらず、それを取 り
ま く東 ・南アジア地域にまで広がった範囲内に散在す る小世界の生態系の差異に基づ く多様な
物産 を取引きする広域的交易ネッ トワークを豊かに形成させていた。商人達が自ら発達 させた
経済制度 には、商人間での清算 ・為替 ・信用に関する工夫 も含まれていた。商人の自発性に基
づ く取引の組織化は、商人層と各種物産の生産を担 う各地の小世界との結節点として都市を発
達 させ、そこでは異文化 を持つ ヒ トの接触 ・交流、そ して混血まで見 られていた。 当時の大都
市に居を構えていた政治権力は 「小型家産制国家」とも呼ばれているものであ り、近代の国民
国家のような領域支配の観念をそれほど強 く持たず、ある領域の内外の区分 といった ことはほ
とんど意識されていなか った。 「公権力論」で論 じたように、政治権力の核にいた王自体 も商
人王 とさえ性格づけ られ るものであ り、そこでは政治権力の介入 ・規制による商人の交易 ・取
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引への制約 といったことはほとんど見 られなか った。東南アジア地域は大陸部 ・島填部ともに、
商人達 自らの リスクと工夫で作 りあげ られ た多様な交易 ネッ トワー クの網によって、外 に向
かって開かれた小世界群から成 り立 っていた地域 といってよい。
東南ア ジア地域で も活動 していた遠隔地交易に携わる大商人達 は、 この時代にも種々の方法
で、遠隔地交易の秩序のための努力をしていた ことにふれておこう。まず、強大な国家とその
衛星国家との間に結ばれる条約や契約 といったある種の 「公」的な関係に基づ く秩序化である。
中国との朝貢関係の形成が この典型例である。また、特にイスラーム系商人の場合には、同 じ
信仰イスラームという宗教的原理を共有することで、互いが信頼関係を形成するといった秩序
化が見 られていたよ うである。それ以外 に、 ほぼ共通の慣習法を共有す るとい ったことに依存
する秩序化 も見 られている。 さらに、交通 ・交易路を確保す るために、独自の組織や集団間の
契約 といった種 々の方策が工夫されていたことも見落とせないところであろう。
歴史が より現代に近づ くにっれて、この外に開かれた地域が植民地化 されていく中で、流通
ルー トは植民大都市へと物流が集まる局所集中型搬出システムへと変質 し、また ヨーロッパ大
企業家と商人の買弁 としての中国系商人層の成長によって、地域内で活動す る商人層が潜在的
な対立性を持 った異質のエスニ ック集団か らなる複合的社会層へと変質 していった。 しか し、
こういう植民地的変質を受 けなが らも、 この地域では商人経済の伝統が豊かであ った事実を軽
視す るべ きではないであろう。
既に、第1講 の中で筆者の仮説 と してふれておいたところであるが、東南アジアの社会構造
は、意外に商人の自由な活動による経済取引の組織化に適 した社会であった可能性が大 きい。
東南アジアの社会 は対人主義、ないし二者関係の連鎖 としての圏 といった組織化原理を基本と
していることは既 によ く知 られた事実であろ う。東南アジア社会の地域性の特徴 は小人口世界、
ない し非農業的要素を多 く含んだフロンティア空間 といった特性か ら形成 されているといえそ
うであ る。 こういう圏的ネッ トワークがジャワ等ではインボ リュー ション型ネッ トワーク、ま
た大陸部のデルタに代表される開拓社会ではフロンティア型ネッ トワークにという風に、多様
性を示 していることは無視 しえない事態であろう(立 本成文 「たたなわる海域世界」r地 域研
究のフロンティア』)が いずれにせよ、この圏的ネ ットワークという社会 システム要因が市場
経済、ないしその中での商人の自由な活動の展開に対 して、その本質でかなり調和的 ・適合的
な ものであ ったことはやはり間違いない事実ではなかろうか。
以上のよ うに、大 まかに要約 しうる東南アジア地域ではあるが、政治的独立達成後の経済開
発は国民国家の建設のされ方に見 られた差異に基づいてかなり多様な ものであ った。 ここでは
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タイ、フィリピン、 イン ドネシアを取 り上げて、簡単に経済発展の特性を見て いくことにする。
第二次大戦後の時期 になってか らも、以上の ような市場経済の発達 に調和的な構造特性をそ
のまま発揮 させて産業化に成功 したのが タイである。そこで働 いた開発のための政治力学とは、
デル タ権力の経済的機能の主軸である交易能力を、その時々の国際的要請に対応させて、デル
タという核心域が潜在的に潜める比較優位を充分に活用 しうる方向に柔軟 に変:革させてい くと
いうユニークな形態の ものであった(矢 野暢 「デル タ:奇 跡の世界単位」r世 界単位』)。 そ
して、大陸部の新開デルタを核心域 としていたために、中国、イスラム圏社会に対比 してみて
も、より開かれた緩やかな集団形成原理を持 っていたタイでは、個人がその自己利益を求めて
の経済競争をすることが社会的に抑え られるといったことはほとんどなか った とい ってよい。
すでに第4講 で も見た通 り、 こういう社会の中で も、産業化の要請に適応 して、単なる縁故で
はな く、学歴に基づ く人材配分の制度やOJTに 基づ く昇進 という企業内部組織の形成に、そ
れな りに成功 している事実 は大層興味深い。伝統社会のあり様や構造が産業化の障害 になると
いった事態は見 られなかったといってよい。 タイの最近までの経済発展 とは構造特性である対
人主義に基づ く圏的ネッ トワークの開放性が、商人主導型の漸進的産業化の成功 という機能特
性を もた らした ものと性格づけることがで きよう。
タイとは極端までに異質の展開が見 られたのが、フィリピンである。 この国は外部の植民地
権力によって、はじめて地域的に統一 された海域世界であり、社会統合の核 となりうるような
伝統、ないし中心を持 っていないところである。個別に世界市場 と直接結びっ くことで、地域
社会の形成を行 って きた異質な経済社会空間が単に群島内に併存 しているにすぎない。国内の
社会構造の面では、スペ インによるエンコ ミエ ンダ制の導入を最初の契機と し、その後のアシ
エ ンダ制 という形で植民地時代に形成 された土地所有に基づ く階層構造がほとんど修正 される
ことな く現在 も存在 し続 けている。 そこで形成された農村社会は、アセンデロと分益小作人カ
サマ、ない し賃労働者カスグポ ンとが土地か らの収益の取 り分をめ ぐって、敵対的に対立す る
ような構造の ものであ った
Luzon Plain:
M. S. Mclennan
Nueva Ecija 1705-1939"
, "Changing Human Ecology on the
,Philippine Social History )
Central
。政治の権威 も結局の
ところ、土地所有に基づ く経済力に起因するものであり、そのためか政府の指導は社会の下層
にまで浸透 しうるものとはなっていない。政府の誘導に充分反応 しうるような社会構造 になっ
ていないといえ る。 さらに、イン ドのカース トのようにその入の生まれによるものではな く、
土地所有に起因す るものではあるが、国内に非常に大きな経済力の格差が存在 している。そし
て、 この格差は下層の人間が上層に上がろうとする意志を失わせて しまうほどに大 きいもの と
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なっている。そのため、これら下層の人間は産業化が提供 して くれる経済機会を利用 しうるよ
うにはなってお らず、貧困ゆえに不安定なインフォーマル部門に しか就業できないという 「プ
ロレタ リア均衡」(ジ ョン ・ピックスr経 済史の理論』)が 成立 していたとす らいえそ うであ
る。`またそのため国内市場の拡大が進まず、結果 として製造業の成長が阻害されるとい うイン
ドと類似 した現象 も見 られている。歴史を振 り返 ってみる と、スペ インが導入 しようとした
「レコンケスタの悲劇」(古 川久雄 「海域=開 かれたネッ トワーク」r世 界単位』)が 見 られ
るといって もよいであろう。残念なが ら、フィリピンの現在までの経済発展 は、階級分化に起
因す る敵 対 的 ネ ットワークとい う構造特性が色濃 く影響 した公平を伴わない成長
growth とい う以外に性格づけができない機能特性 しか示さなか った ものといえ る。
unshared
　 タイともフィリピンとも異な る展開が見 られ るのが、イ ンドネシアである。現在のイン ドネ
シアという国家は、それなりに堅 い官僚 ・農民関係を軸とする伝統社会を持っジャワ世界が、
より開かれた緩やかな社会関係を持っ外島海域世界を人工的に統合 しようとしてできあがった
国家といえる(土 屋健治 「ジャワ:内 向的政治文化の世界」　 r世界単位』)。 インドネシアの
核心域 ともいえるジャワで は、 イスラム商人サ ン トリによる商業活動の展開が見 られて きたが、
社会の基本がタイのデルタ世界のように商業社会であった とはいえないようである。プリヤイ
と呼ばれ る官僚層 と農民等アバ ンガ ンとの間に、形成されたパ トロン ・クライア ント関係が、
ジャワにおける伝統社会の主要な軸であったといえそうである。 こういう伝統を背景 に、また
国民国家 イン ドネシアを作 り上げようという強いナ ショナ リズムを背景に して、そこでの産業
化は国家の強い主導制の下に展開 して きている。 イン ドネシア国家が採用 したジャワの伝統に
基づ く開発のための政治力学 は、元来 ジャワ世界 とは異質の開放的ネ ットワークをその構造特
性 とする海域世界である外島地域には、必ず しも深 く浸透 しなかったよ うであ る。そこでは、
商人主導型の自成的な農業多角化 と人口増加 ・輸出用木材の生産による熱帯森林の破壊 とが結
びっいたような発展が見 られてい る(古 川,前掲書)。 スハ ル ト体制下での経済発展 とは、稠
密社会の上に形成 されたインボ リューション型ネ ットワー クという構造特性が強 く作用 した官
主導型の産業発展によるジャワを中心 とす る現代的核心域の形成と、開放的ネッ トワー クの下
での商人主導型の発展を見せている外島海域世界 という、新 しい形での二重経済の形成であっ
たといえそ うである。
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皿.経済発展に見られる地域性の解明に向けて
本講で筆者が採用 した基本仮説は、形式的には同 じように市場経済システムを採用 した とし
て も、その下での産業化 まで含めた市場経済の発達、っまり、経済発展に向けての適応 ・反応
の仕方には社会 によって差異があるのではないか、そ して、その差異に基づいて経済発展 には
地域性が見 られるのではないか、 とい うものであ った。そこで、 この仮説的命題の含意をやや
鐘角的に明 らかにす る意図で、ここでは開発経済学の政策論的課題 とな っている産業化への社
会の適合性に焦点を絞 りなが ら、いささか地域 によってア ンバ ランスになって しまった前節で
の比較作業の結果を要約 してみよう。
最初に強調 してお くべ きポイン トは、産業化 にうまく適応 した社会が存在す るが、そのよう
な社会を一義的にこういうものであるとして、性格づけてみることが意外に困難だという事実
であろ う。産業化にそれな りに成功 した国として、韓国 とタイとを取 り上げて比較検討 してみ
よラ。両国に共通 していたと思わせ る事態を敢えて拾い出 してみると、それは産業化がそれ以
前の既得権益者層の存在によって、障害されることがなかったという事実 ぐらい しか見っか ら
ない。タイではその開かれたフロンテ ィア社会であったがゆえ に、産業化に反対する強力な既
得権益者はそもそ も存在 していなかったし、また韓国で も植民地時代 とそれか らの解放という
歴史の経過の中で、事実上、世襲化 されていた両班層 ・地主といった層の経済力は大きく弱体
化 して しまっていた。強い既得権益者層が存在 していなかったという事実が、産業化 という新
しい時代の要請に対する両国社会の適合力を高めるものであったことは確かであろう。
両国の共通項はこれだけではなかろうか。韓国では商業活動の経験を持たない両班 と庶民と
いう上下関係を主軸 とした現物経済 という伝統をベースに して、官の強い誘導に基づいて産業
化が実現されて きている。 これに対 して、タイでは発達 した商人経済が徐々に変質す る形でそ
れほど強い官の指導 もな く、いわば漸進的に産業化が実現 されてきたといえる。 この両国の対
比か らも明 らかなよ うに、産業化に適合 しうる社会とはこうい うものだと一義的に定義 してみ
せ ることは意外に困難なのであ る。やはり産業化への社会の適合にも、各社会の個性を反映 し
た独自の道筋があるのだと考えてお くべきなのであろう。
.第2に注目してお くべ き点 は、現在のところ産業化に充分には適合 しているとはいいきれな
い多 くの社会において も、商業経済に適 した社会組織の伝統が豊かに存在 しているという意外
に大切な事実である。中国がそ うだ し、また西 アジア、中央アジアというイスラム圏 も基本的
には、 このタイプの社会であると考えておいて よいのではなかろうか。 これ らの社会での企業
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経営は、中国では同族内の仲間による、またイスラーム圏では共通の信仰を持っ仲間による、
合資会社といった形態をとり、そこでの利益の配分 もそれぞれの出資額に応 じるというものと
なって いる。これ らは短期的な経済利益を追求する商業活動に、適 した経営形態であることは
間違いないところであろう。この点からも、これ らの社会で商業活動の展開に適 した経営組織
が充分に形成され発展 して きたといってよい。問題はこれ らの経営組織の伝統が、産業化を支
えるより長期的なタイム ・ホライゾンを持つ経営組織に転化 しうるか否かである。時間はかか
るであろ うし、また産業化にとって効率的なモデルとされる日本型経営とは、違 った ものにな
る可能性 は大 きいが、そ ういう転化が不可能であると断言す ることも許 されないであろう。
そ して、最後に指摘 してお くべ き事実 は、産業化になかなか適合 しに くい社会が存在 してい
るとい う命題 はやはり否定 しきれないとい う点である。 この典型例は、カース ト制を社会の構
造の核と している南アジアであろう。そこでは、個人の生 まれではな く、実力に基づ く競争に
よって各 自がその社会的地位の向上をはかるという仕組みが定着 しておらず、それが市場競争
による産業化 という原理の受容を困難にさせているといえそ うであ る。 もちろん、このカース
ト制度 も経済状況の変化に対するそれなりの適応力、反応力を持っていることは否定で きない
が、その適応の速度 は残念ながら産業化の要請 にスムーズに答えるには遅す ぎることも間違い
ないところであろう。現政権によって、急速に実施 されて いる経済 自由化 という政策変更だけ
によって、自動的にイン ド社会 において、その隅々まで含あて産業化が成長軌道にうまく乗 っ
かって くると楽観視 しえないのではないか。
全体的に要約 してみると、第1に20世紀の世界経済の波動を引き起 こした大量生産型の産業
化への適応がそう簡単ではないと思える社会が存在 していることはやはり事実 といわざるをえ
ない。個人の実力による競争が正統化されていない南アジアが この代表例である。 もちろん、
これ らの社会で も長い時間を経過すれば、産業化の要請に社会が適応 し、かっ他の地域とは異
なった発展のパ タ己ンが生起す ることまで否定することはで きない。 しか し、そのためにどれ
くらいの時間を必要 とするのか、また発展パター ンがどういうものになって くるのかは、今の
ところ誰の 目にも明 らかではないようである。第2の 結論 は、市場メカニズムを基本とす る産
業化に成功 した諸国の伝統社会を見てみるとき、そこでは個人の実力による自由な競争が是と
されていること、並びに社会内の普通の人間がその競争に参入 しうることといった条件以外に
は、こういう性格の社会であると一義的な性格づけをすることが困難であるという事実である。
このことは各社会 はその伝統の中か ら、産業化 というその時代の要請 にうまく共鳴 しうる要素
を掘り起 こ し、それを核に独自に適応 してい くしかないとい う大層重要な事実を含意 して くれ
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ている。形成的には市場 メカニズムの活力による経済発展、ない し産業化 として概念化される
過程にも、実際には各社会にいわば固有の方法、ない し道筋があるとい うことであろう。 これ
に関連 して、もし21世紀 にかけて産業技術の中心がマイ クロエ レク トロニ クスを核とす る小量
多品種生産型の ものに変化 してい くとしたら、20世紀型の産業化には必ず しも充分に適応 しき
れなか った中国やイスラーム圏のネ ットワー ク型経済組織の方が、 よりうま く適応 しうると
いった可能性 も否定で きない点に注意 してお く必要 もあろう。
以上は、市場経済発達のいわば最 も後の産業化局面に、焦点を絞 ったいささか政策科学風、
ない し開発経済学風の整理であ った。 このような開発経済学風の議論をさらに詰めるたあにも、
こういう産業化の前提局面となる市場経済発達 という歴史過程に見られ るはずの地域性を解明
してい くという知的作業がさらに深化されてい く必要があろう。さらに筆者の現在抱 えている
問題意識をより積極的に表現 してみると、現在開発経済学の主流となっている新古典学派の形
式論的市場経済論の持つある種のオ リエ ンタリズム的普遍主義をいささかで も乗り越えて、多
様で非収敏的な発展経過の存在を認める多元的 ・複線的発展史観の構築に近づ いてい くために
も、本講で試みたような経済発展に見 られる地域性 という歴史経路のよ り本格的な探求が必要
不可欠 となっているとい っておくべ きであろ う。
イギ リスにおいて、 ローザ ンヌ学派のワルラスに対抗 して、経験主義的市場経済論を構想 し
続 けたアルフレッド・マーシャルは、そのr経済学原理』の第8版 の序文 に次のよ うに記 してい
る。
経済発展は、漸進的であ る。(経 済発展に向けての)前 進の動 きは決 して突発的では
ない。なぜならそれは、西欧世界において も、また日本においてさえ も、幾分かは意識
的な、また幾分かは無意識的な慣習に基づいているか らである。
筆者 は、マーシャルの示 したこの経済発展に対す る歴史認識 は大層貴重な ものと思 っている。
さ らに、ほぼこれ と同時期に出版 されたr産 業 と商業』の序文には、 「本書の題辞と して、多
くの ことがひとつ に、ひとつのことが多 くの ことに、を選んだ」と書 き記 しているが、 これは
「分析を用いて歴史を解釈するとともに歴史を用 いて分析を訂正する」ことの必要性を確信 し
て いたマーシャルの方法論的立場を明快に語 った ものであろ う。現在にな ってみると、どんな
多様な社会であれ、そこでの経済発展 は市場経済 という 「ひとつ」の原理 ・制度で しか実現 さ
れえないことはほぼ誰の目に も明 らかになっているが、我々はこの認識をさらに進めて市場経
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済の発達という 「ひとっ」の過程に、地域性 という 「多 くの」現象形態がありうることをはっ
きりと認識 してお く必要があろう。そ して、 この地域性が各社会の持つ 「幾分かは意識的な、
また幾分かは無意識的な慣習」に基づいて いることもほぼ間違いないところであろう。 マー
シャルの示 して くれているこれ らの視点をより理論的、かっ経験 ・実証的に深めてい くことこ
そが、今我 々に課せ られて いる大層大 きな知的課題 とな っているとい っておいてよいのではな
かろうか。
注)本 講の第1節 での市場経済論を2潮 流にわけるアイデ ィアに関 しては、科学研究費重点領
域研究 ・総合的地域研究 における立本成文氏(京 大東南ア ジア研究セ ンター)の 地域研究方法
論に関す る報告か ら多大の ヒン トを得たこと、また第H節 でのアジア諸地域 に関する歴史等 に
関 しては、東洋文化研究所の同僚、浜下武志、宮嶋博史、柳澤悠、後藤明、鈴木諸氏か ら、多
大の教示を得たことを付記 してお く必要があろう。
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